
11 共生社会の実現と障がい福祉制度等の見直し 

 

１ 共生社会の実現に向けた積極的な取組について 

 

【提案内容】                 提出先 内閣府、厚生労働省 
  誰もがその人らしく暮らすことのできる共生社会の実現に向けて、国に

おいても、障害者週間における広報などの取組のより一層の充実、不当な

差別的取扱いの禁止や合理的な配慮の提供について様々な場面や手法によ

る普及啓発の強化等を行うこと。 

◆現状・課題 
平成 28 年７月 26 日に、神奈川県立の障害者支援施設「津久井やまゆり園」において、大変

痛ましい事件が発生した。 

このような事件が二度と繰り返されないよう、本県では、共生社会の実現に向け、平成28年

10 月 14 日に本県議会の議決を得て、「ともに生きる社会かながわ憲章」を策定し、新聞、テレ

ビ、ラジオ、インターネット等のあらゆるメディアを活用して憲章の理念の普及推進に取り組

んでいる。取組の中では、事件が発生した日を含む一週間を「ともに生きる社会かながわ推進

週間」と位置付け、広報活動を集中的に行うほか、既存のイベントと連携した憲章の理念の普

及啓発などを継続的に実施しており、こうした取組を引き続き行っていくことが重要と認識し

ている。 

 内閣府の「障害者に関する世論調査」によ

ると「共生社会」を知っている人の割合は、

45％程度に留まっている。また本県の県民ニ

ーズ調査（平成30年10月実施）では、障がい

者に対して、障がいを理由とする差別や偏見

があると答えた人の割合は、50％近い結果と

なっている。 

本県では、こうした動向も踏まえ憲章の理念の普及に取り組んで

いるところだが、共生社会の実現は本県だけの課題ではなく、国全

体、社会全体として取り組むべき普遍的な課題である。 

◆実現による効果 
 共生社会の実現に向けた理念の普及啓発と、障がい者の活動や社

会への参加を妨げる障壁（バリア）を取り除くための取組を全国的

により一層充実して行うことで、社会全体で障がい福祉への理解が

深まることになり、誰もがその人らしく暮らすことのできる共生社

会が実現する。 

（神奈川県担当課：福祉子どもみらい局共生社会推進課、障害福祉課） 

２ 障がい福祉施策に係る超過負担の解消 

 

【提案内容】                      提出先 厚生労働省 
  障がい福祉施策における地域生活支援事業について、事業量に見合った
予算措置がされておらず、市町村の超過負担が恒常化していることから、
国において必要な財源措置を行うこと。

（内閣府「障害者に関する世論調査」（H29.8）を基に作成） 
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  特に、地域生活支援事業に位置付けられた事業のうち、移動支援や日常
生活用具給付、地域活動支援センター機能強化事業等の個人向け給付事業
は、確実な財源措置がなされるよう、負担金事業とすること。 
◆現状・課題 

 本県における平成 29年度の市

町村の超過負担額は 34億円に達

し、特に移動支援や日常生活用

具給付、地域活動支援センター

機能強化事業等は、市町村地域

生活支援事業費に占める割合が

高く、超過負担の大きな要因と

なっており、サービスの維持に

支障をきたすおそれがある。 

令和元年度の国予算額は総額

２億円増額したものの、依然と

して超過負担解消には至ってい

ない。 

◆実現による効果 

負担金事業化するなど、確実な財源措置を行うことにより、市町村の財政力に左右されな

い、安定的なサービス供給が図られる。 

（神奈川県担当課：福祉子どもみらい局障害福祉課） 
 

３ 小児・ひとり親・重度障害者医療費助成制度の創設 
 
【提案内容】                      提出先 厚生労働省 

  子育て世帯や重度障がい者の経済的負担を軽減し、安心して医療が受け

られるよう、国において小児、ひとり親及び身体・知的・精神の重度障が

い者への医療費助成制度を創設すること。 
また、地方単独医療費助成制度の実施に伴う国民健康保険の国庫負担金
の削減措置を直ちに全面廃止すること。 

◆現状・課題 

 子育て世帯や障がい者、その家族の経済的負担の軽減に寄与する小児・ひとり親・重度障害者

医療費助成制度は、すべての都道府県並びに市町村が単独事業として実施しているが、その実施

内容を見ると、地域の財政力などによりサービス水準に格差が生じている。本来、このような医

療費助成制度は国民の生命と健康に直接関わるものであり、国の責務として、全国一律の制度を

創設すべきである。 

 また、現在、地方自治体がこうした助成を行った場合、国保国庫負担金の削減措置が行われ

ているが、平成30年度から、未就学児に限って削減措置が廃止されることとなった。平成29年

度、本県の削減額は約 44 億円であり、市町村の国保財政に多大な影響を与えていることから、

直ちに全面廃止すべきである。 

◆実現による効果 

 小児・ひとり親・重度障害者医療費助成制度が全国統一の制度となることにより、地域間の

格差が解消される。 

 また、国による制度創設が行われるまでの間は、国保国庫負担金の削減措置を廃止すること

で、被保険者の保険料負担及び地方自治体における財政負担の軽減が図られる。 

（神奈川県担当課：福祉子どもみらい局障害福祉課、子ども家庭課、健康医療局医療保険課） 

［本県の市町村地域生活支援事業超過負担の状況の推移(決算額)］ 

(H31.2神奈川県調べ) 
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